
様式第４号（第９条関係） 

不利益処分の処分基準 

                 所管部課名：企画部ＳＤＧｓ移住定住推進課 

No. 根拠法令 根拠条項 不利益処分の内容 

法-5 
広域的地域活性化のための

基盤整備に関する法律 

第３０条 

第２項及び

第３項 

特定居住支援法人への改善措置

命令及び指定の取消し 

処分基準の内容 

 

（監督等） 

第三十条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必

要があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができ

る。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと

認めるときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべき

ことを命ずることができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十八条第一

項の規定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければ

ならない。 

 

［参考］ 

（改善命令） 

第７条 市長は、支援法人が業務を適正かつ確実に実施していないと認めるときは、法

第３０条第２項の規定により、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な

措置を講ずべきことを命ずることができる。 

（指定の取消し） 

第８条 市長は、支援法人が前条の規定による命令に違反したとき、第３条第１項各号

（第２号を除く。）に掲げる要件のいずれかに該当しないこととなったとき又は不正の

手段により指定を受けたときは、法第３０条第３項の規定により、第３条第１項の規

定による指定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により指定の取消しを行う場合は、石巻市特定居住支援法人指

定取消書（様式第６号）により当該支援法人に通知するものとする。 
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